
※上記は一例であり、案件により手続に要する期間等は異なります。

助成可の場合

事業者
（工事会社等）

助成申請者
（建物所有者）

練馬区 期間の目安

Ⓑ の場合
報告書の提出から
助成可否回答まで

約１０日

約２週間

約１週間

除却に要する期間は案
件により異なります。
余裕をもって実施して
ください。

Ⓐの場合
簡易診断申込から
助成可否回答まで

約２ヶ月簡易診断の実施
※１建物１回のみ

建築物調査結果報告
書の作成・区へ提出

除却工事の見積り 助成金の申請 受付・審査

助成金交付決定
通知書の交付

除却工事の実施
※契約は区の助成金交付決定後に行うこと

助成可否の回答

無料

昭和56年5月以前建築の住宅の

助成可否を判断するため
ⒶまたはⒷが必要です。

除却工事のご相談

A

２

【住宅】除却工事助成の流れ（木造・鉄骨造）

Ⓐ 建築物調査結果報告書の作成依頼
Ⓑ 簡易診断の申込B

１ 簡易診断申込

除却工事
費用の支払い

除却工事費用の領収

完了報告 受付・審査
３

除却前・除却中、除却後の現場写真撮影
除却の確認ができる書類の準備

※完了報告は２月末までに行ってください。

約２～３週間

助成金の請求

助成金の受領

助成金の請求

施工事業者へ請求の委任 助成金額確定
通知書の交付⑵委任払いを利用する場合

4

4

⑴委任払いを利用しない場合

助成金の交付

審査

助成金の受領

※木造・鉄骨造の場合は、
耐震診断は不要です。



簡易耐震診断の申込み方法

練馬区役所１階、15階および各区民事務所にあるパンフレット「建築物に係る耐震支援制度の
手引き」に添付された申込ハガキでお申込みください。

チェック 提出する書類

共通

□ 耐震化促進事業助成金交付申請書（第５号様式）

□ 簡易耐震診断結果報告書もしくは建築物調査結果報告書の写し

□ 建築物の所有者であることを証明する書類

□ 見積書（除却工事費用の見積り）の写し

□
納税証明書等（区税等を滞納していないことを確認できる書類）
・個人の場合は個人住民税 ・法人の場合は法人住民税
→練馬区に納付している個人は提出不要

該当する場合のみ

□
【準防火地域の場合】
除却後の新築建物を、東京都安全条例第7条第2項に規定する構造物とする
ことについての同意書（新たな防火規制）

□
【共有者がいる場合】 ※代表者が申請してください
・共有者が確認できる書類
・共有者の同意書

□
【相続等で所有権が移転していない場合】
・遺産分割協議書
・相続人全員の同意書 など

□
【助成条件に違反是正や道路後退等がある場合】
・念書
・是正内容を示す図面等

❶簡易診断申込で必要な手続

❷助成金の申請で必要な書類

【住宅】除却工事助成申請の必要書類（木造・鉄骨造）



チェック 提出する書類

□ 耐震化促進事業完了実績報告書（第15号様式）

□

領収書等（除却工事費用の支払いを証する書類）の原本および写し
→原本は返却します
【委任払いを利用する場合】
助成額を差し引いた残りの金額がわかる領収書や請求書等（除却工事費用
の経費を証する書類）の原本および写しの提出も可能

□ 契約書や注文書・請書等（除却工事契約を証する書類）の写し

□
除却を確認できる書類の写し
（建築取毀証明書・滅失登記・閉鎖登記事項証明書）※いずれか１部

□ 除却前、除却中、除却後の現場状況が確認できる写真

□ 耐震化促進事業助成金交付決定通知書（第６号様式）の写し

❸完了報告で必要な書類

❹助成金の請求で必要な書類

【住宅】除却工事助成申請の必要書類（木造・鉄骨造）

チェック 提出する書類

□ 請求書（口座振替依頼欄付）

□
【委任払いを利用する場合】※１
・耐震化促進事業助成金受領委任届（第17号様式）

※１委任払いとは
助成金の請求を事業者に委任することで、事業者が代理で助成金を受領する仕組みで
す。
この仕組みを利用することで、申請者は、工事費等と助成金の差額（自己負担分）の
みを事業者に支払うことになり、事前の費用負担が軽減されます。

例）工事費等300万円、助成金100万円の場合

通常 委任払い

申
請
者

事
業
者

区

申
請
者事

業
者

区

①工事費等300万円
を事業者へ支払い

３００万円 ②区から申請者へ
助成金100万円
を交付

１００万円

①工事費等300万円のうち、
助成金100万円を差し引いた
200万円を事業者へ支払い

２００万円 ②区から直接
事業者へ助成金
100万円を交付

１００万円


